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 実 績 ・ 決 算 の 概 要 

 

資料 4 

 

 



平成平成平成平成２２２２２２２２年度業務実績年度業務実績年度業務実績年度業務実績 

 

１１１１．．．．自己評価結果自己評価結果自己評価結果自己評価結果 

 

 (1) 自己評価の方法 

 

 

細項目ごとに達成状況を５段階評価（５点、４点、３点、２点、１点） 

           ＊３点が標準（達成度 90％以上 100％未満） 

 

 

 

小項目ごとに達成状況を５段階評価（５点、４点、３点、２点、１点） 

         ＊３点が標準（達成度90％以上100％未満） 

 

 

 

中項目ごとに達成状況を５段階評価（ｓ、ａ、ｂ、ｃ、ｄ） 

           ＊ｂが標準（達成度90％以上100％未満） 

 

 

 

大項目ごとに達成状況を５段階評価（ｓ、ａ、ｂ、ｃ、ｄ） 

           ＊ｂが標準（達成度90％以上100％未満） 

 

 

 

全体の達成状況を５段階評価（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ） 

           ＊Ｂが標準（達成度90％以上100％未満） 

 

 (2) 自己評価の結果 

 

    ◆全体的な状況 

 

   中期計画全体の進捗は「概ね順調」（標準のＢ評価） 

 

    ◆評定の概要 

 

別表のとおり 

    

 

－１－ 



- 2 -

（大項目） 中期計画 年度計画 細項目別評価の評点内訳 細項目 中項目 大項目 全 体
における における （個数） 別評価 小項目 各小項目のウエイト 別評価 各中項目のウエイト 別評価 各大項 評 価

（中項目） 対象細項 対象細項 の評点 別評価 目のウ
目数 目数 ５ ４ ３ ２ １ 計 の平均 の評点 配分 考え方 (加 重 配分 考え方 (加 重 エイト (加 重

（小項目） 点 点 点 点 点 値 平均値) 平均値) 平均値)

全 体 評 価全 体 評 価全 体 評 価全 体 評 価 ６８ ６２ ３６８ ６２ ３６８ ６２ ３６８ ６２ ３ 10 4710 4710 4710 47 ２ ０ ６２ ３２ ０ ６２ ３２ ０ ６２ ３２ ０ ６２ ３....２２２２

１１１１ 県民県民県民県民にににに対対対対してしてしてして提供提供提供提供するするするするサービスサービスサービスサービスそのそのそのその他他他他のののの業務業務業務業務のののの質質質質のののの向上向上向上向上 ３９ ３６ ２ ８３９ ３６ ２ ８３９ ３６ ２ ８３９ ３６ ２ ８ 25252525 １ ３６ ３１ ３６ ３１ ３６ ３１ ３６ ３....３３３３

(1) 県内の企業が直面する課題への技術支援の強化 １４ １３ ６ ７ １３ ３.５ ｳｪｲﾄ平均 各中項目の中で技
術支援が当法人の

① 技術相談の充実 ５ ５ ２ ３ ５ ３.４ ３ 0.30 2年目は企業支援 ｂ 最も重要な任務で
体制整備後、企業 (３.３) あると考えられる

② 迅速な課題解決支援（開放機器・依頼試験・受託研究） ６ ５ ４ １ ５ ３.８ ４ 0.30 ニーズの調査や集 ため、ウエイトは
計結果を活用する 単純平均 0.40 (1)に重点をおいて ｳｪｲﾄ平均

③ 技術者養成の効果的実施 １ １ １ １ ３.０ ３ 0.10 システム整備にウ 配分 ｂ
ェイトを重点的に ｂ

④ 企業間連携への積極的な技術協力 １ １ １ １ ３.０ ３ 0.10 配分 (３．２) (３.４)

⑤ 支援業務の評価とその適切な反映 １ １ １ １ ３.０ ３ 0.20
単純平均

(2) 県内の企業の持続的な発展に寄与する研究開発の推進 １６ １６ １ ２ 12 １ １６ ３.２ ｂ
ｳｪｲﾄ平均 0.70

① 重点的な研究開発と機動的な対応 ５ ５ １ ４ ５ ３.２ ３ 0.40 2年目は企業ニー ｂ (３．３)
ズを踏まえた研究 (３.２)

② 外部資金の積極的な活用 ４ ４ １ ３ ４ ３.５ ４ 0.20 開発実施と中期的 0.30
な方向性の見える 単純平均

③ 研究開発成果の適切な活用 ５ ５ １ ３ １ ５ ３.０ ３ 0.20 化（ロードマップ） ｂ
に重点を置き配分 (３．３)

④ 研究開発業務の評価とその適切な反映 ２ ２ ２ ２ ３.０ ３ 0.20

(3) 県内の企業の新たな事業展開に向けた産学公連携の取組 ９ ７ １ ６ ７ ３.３ ｳｪｲﾄ平均
ｂ

① 新規事業展開等の支援 ７ ５ １ ４ ５ ３.４ ３ 0.50 いずれも重要な (３.０) 0.30
取組でありウエイ 単純平均 ｳｪｲﾄ平均

② 地 場 企 業 へ の 波 及 を 見 据 え た 大 学 ・ 高 専 や 大 企 業 、 支 援 機 関 等 と の 連 携 の 強 化 ２ ２ ２ ２ ３.０ ３ 0.50 トは等分に配分 ｂ Ｂ
(３．０)

２２２２ 業務運営業務運営業務運営業務運営のののの改善及改善及改善及改善及びびびび効率化効率化効率化効率化 １８ １６ １１８ １６ １１８ １６ １１８ １６ １ 14141414 １ １６ ２１ １６ ２１ １６ ２１ １６ ２....９９９９ (３.２)

(1) 運営体制の改善 １０ ８ １ ７ ８ ３.１ ｳｪｲﾄ平均 2年目はコーディ
ｂ ネータ評価試行等 単純平均

① 理事長を中心とする簡素で機動的な運営体制の構築 ４ ２ １ １ ２ ３.５ ４ 0.20 2年目は体制整備 (３.２) 人材育成・評価に ｳｪｲﾄ平均 Ｂ
が一段落したため 0.40 重点的に配分 ｂ

② 戦略的な経営資源の配分 ２ ２ ２ ２ ３.０ ３ 0.40 業務運営を重点的 単純平均 (３．２)
に配分 ｂ (２.９)

③ 適正で透明性の高い業務運営の確保 ４ ４ ４ ４ ３.０ ３ 0.40 (３．３) 0.15
単純平均

(2) 人材育成、人事管理 ５ ５ ４ １ ５ ２.６ ｳｪｲﾄ平均 ｂ
ｃ

① 研修を通じた戦略的な人材育成 ３ ３ ３ ３ ３.０ ３ 0.40 構築した評価制 (２.４) 0.40 (２．９)
度のブラッシュア 単純平均

② 評価制度の構築と運用 ２ ２ １ １ ２ ２.５ ２ 0.60 ップと運用に重点 ｃ
的に配分 (２．５)

(3) 業務運営の合理化、効率化 ３ ３ ２ ２ ３.０ ｂ 0.20

３３３３ 財務内容財務内容財務内容財務内容のののの改善改善改善改善 ７ ６ １ ５ ６ ３７ ６ １ ５ ６ ３７ ６ １ ５ ６ ３７ ６ １ ５ ６ ３....３３３３ ｳｪｲﾄ平均
ｂ

(1) 外部資金、その他の自己収入の確保 ４ ４ １ ３ ４ ３.５ a 0.50 H21年度と同様に (３.３)
両項目ともに重要 単純平均 0.10

(2) 財政運営の効率化 ３ ２ ２ ２ ３.０ ｂ 0.50 であることからウ ｂ
エイトは等分に配 (３．３)
分

４４４４ そのそのそのその他業務運営他業務運営他業務運営他業務運営にににに関関関関するするするする重要事項重要事項重要事項重要事項 ４ ４ １ ３ ４ ３４ ４ １ ３ ４ ３４ ４ １ ３ ４ ３４ ４ １ ３ ４ ３....２２２２ ｳｪｲﾄ平均
ｂ

(1) 施設設備の管理等 ２ ２ １ １ ２ ３.５ ａ 0.40 H21年度と同様に (３.２)
業務継続性確保の 0.05

(2) 安全衛生管理 １ １ １ １ ３.０ ｂ 0.30 観点で施設の適切 単純平均
な管理が他の項目 ｂ

(3) 環境への負荷の低減 １ １ １ １ ３.０ ｂ 0.30 より優位すること (３．２)
から、ウエイトを
重点的に配分



２２２２．．．．平成平成平成平成 22222222 年度年度年度年度にににに中期計画中期計画中期計画中期計画のののの評価項目評価項目評価項目評価項目からからからから削除削除削除削除またはまたはまたはまたは新新新新たにたにたにたに追加追加追加追加したしたしたした項目項目項目項目についてについてについてについて    

（ページは、報告書のページを示す。） 

 

◎◎◎◎    措置措置措置措置済済済済みみみみによりによりによりにより、、、、年度計画年度計画年度計画年度計画からからからから削除削除削除削除ししししたたたた細細細細項目項目項目項目    →→→→→→→→→→→→→→→→    ６６６６項目項目項目項目    

    

１）開放機器・依頼試験・受託研究の課題解決 p13 

・依頼試験  新たな試験ニーズ等への柔軟な対応 

料金の後払い方式の導入 

センター内での権限委譲を進めた事務処理のスピードアップ 

 

２）企業のニーズ、シーズの発掘から事業化に至るまでの一貫したプロジェクトマネジメ 

ント体制をセンター内に構築する。p35 

 

３）新規事業展開等の支援 p38 

・新事業創造支援センター入居要件弾力化や入居企業の利便性の向上 

 

４）理事長のトップマネジメントの下、自主的な経営判断に基づき自律運営を行う体制を 

整備する。p44 

 

５）迅速な意思決定とそれに基づく機動的な対応が可能となる業務運営効率の高い組織を 

構築する。p44 

 

    ６）財政運営の効率化 p54 

     ・独立行政法人のメリットを生かして予算執行の弾力化を図り、年度途中に発生した緊 

急課題や情勢の変化への対応等が適切に行える仕組みを確立する。 

（年度の違いにより計画の方向性を修正したものは除いています。） 

 

 

 

 

◎ 新新新新たにたにたにたに追加追加追加追加したしたしたした細細細細項目項目項目項目    →→→→→→→→→→→→→→→→    ２２２２項目項目項目項目    

    

１）ＭＯＴプログラムを実施する専門職大学院との連携強化を図り、センターの技術経営 

面での支援機能の充実を図る。p36 

 

２）民間検査機関等との連携強化と適切な役割分担による業務運営の効率化 p50 

・民間検査機関で提供可能なサービスの定時把握と企業への紹介 

 

 

 

 

－３－ 



３３３３．．．．自己評価自己評価自己評価自己評価のののの総括総括総括総括    

１）全体評価 

    

            全体評価はＢ「概ね順調」となりました。 

H21 年度の３．０から H22 年度は３．２となり０．２ポイント上昇し改善しました。 

    

    平成 21 年度に評点の低かった項目に対し、それに対応した結果としてポイントが上がりました。 

    

２）H21 年度に評価が１または２であった項目への対応状況   （頁は、報告書のページを示す。） 

頁頁頁頁    H21H21H21H21    H22H22H22H22    評価項目評価項目評価項目評価項目    対応状況対応状況対応状況対応状況    

8 ２２２２    ３３３３    遠隔地への対応の強化    所外での技術相談会 3回（H21：1回）と改善。 

次年度の計画として岩国市開催も決定。 

下関商工会議所等と連携した取組も実施。    

14 ２２２２    ４４４４    技術支援が事業化（商品化）に

至った件数（目標 4件）    

技術支援による事業化が 5件となり、研究開発と

合わせた目標（6件）を上回った（7件）。    

３３３３    研究開発が事業化（商品化）に

至った件数(目標 2件)    

研究開発による事業化が 1件→2件と改善した。    

31    １１１１    ２２２２    特許出願件数    出願件数が 5件（H21）→8件に改善。 

目標（9件）には 1件満たなかった。    

34    ２２２２    ３３３３    研究開発のアンケート調査    共同研究・受託研究企業にアンケートを送付し集

計・分析した。 

46    ２２２２    ３３３３    適正で透明性の高い業務運営

の確保    

情報資産の取り扱いに関する実施手順書を定め

た。    

47    ２２２２    ３３３３    ホームページの公開 年度計画など法人としてホームページに公開す

べき情報の公開に対応した。 

49    ２２２２    ２２２２    コーディネーター活動実績の

評価 

コーディネーター評価要綱を制定したが試行は

23 年度に行うため。 

３）H22 年度に上記を除きさらに改善された項目 

頁頁頁頁    H21H21H21H21    H22H22H22H22    評価項目評価項目評価項目評価項目    対応状況対応状況対応状況対応状況    

11    ３３３３    ４４４４    企業ニーズを踏まえた機器整

備    

開放機器アンケートを実施し翌年の機器整備計

画に活用した。 

15    ３３３３    ４４４４    情報発信    ホームページをリニューアルし、情報発信の機動

性を高めたことと、研究成果の見える化の推進と

して LED コーナー・照明灯を設置した。 

また、宇部市立図書館閲覧コーナーへの広報物設

置など新規取組を 3件行った。H23 年度には県立

山口図書館にセンターコーナーの設置が決定。 

28    ４４４４    ５５５５    提案公募型事業や企業からの

資金を得て行う研究    

採択率が高く、目標（7件）を大幅に上回った（12

件）。    

－４－ 

 



４）その他評点が 4以上で評点に変化がなかった項目 

頁頁頁頁    H21H21H21H21    H22H22H22H22    評価項目評価項目評価項目評価項目    実実実実    績績績績    

10    ４４４４    ４４４４    技術相談件数 目標 3,200 件に対し 3,638 件の実績 

10    ４４４４    ４４４４    訪問企業数 目標 220 社に対し 243 社の実績 

14    ４４４４    ４４４４    開放機器利用件数 目標 2,300 件に対し 2,584 件の実績 

32 ４４４４    ４４４４    特許等の使用許諾件数 目標 2件に対し 2件の実績 

32 ４４４４    ４４４４    研究開発の意志決定に係る標

準処理日数 

要請のあった件数に 100%対応した。 

（標準処理日数 受託研究 2週間 共同研究 4週間） 

５）H21 年度に比較して評点が下がった項目 

頁頁頁頁    H21H21H21H21    H22H22H22H22    評価項目評価項目評価項目評価項目    実実実実    績績績績    

24    ４４４４    ３３３３    共同研究等の実施 ものづくり補助金（補正）が終了したため、提案

書の作成支援や、応募件数が減少した。 

56    ５５５５    ４４４４    施設利用・見学受入人数 目標 5,500 人に対し 5,809 人の実績（H21：9,780

人） 

    

４４４４．．．．対処対処対処対処すべきすべきすべきすべき課題課題課題課題とととと H23H23H23H23 年度年度年度年度のののの主主主主なななな取組取組取組取組    

 Ⅰ サービスの質の向上 

項目 22年度 

評価 

23年度の対応 

 

技術

相談 

遠隔地への対応 ３ 周南地域地場産業振興センターにサテライト窓口を設置

し、その円滑な運用を図ることとしています。 

企業ニーズの反映 ３ 技術支援に関する企業アンケートの結果を、企業支援の

フォローアップに反映させていくこととしています。 

情報発信 ４ インフォメ、ホームページを通じて、センター活動の「見

える化」を積極的に推進していくこととしています。 

 

研究

開発 

重点的な研究開発と

機動的な対応 

３ 昨年度策定した技術戦略［ロードマップ］に沿って、重

点分野に定めた実用化研究を中心とした取組を進めてい

くこととしています。 

特許出願件数特許出願件数特許出願件数特許出願件数    ２２２２    研究開発研究開発研究開発研究開発のののの進行管理進行管理進行管理進行管理をしっかりをしっかりをしっかりをしっかり行行行行いいいい、、、、迅速迅速迅速迅速なななな特許出願特許出願特許出願特許出願にににに

努努努努めていくこととしていますめていくこととしていますめていくこととしていますめていくこととしています。。。。    

産学

公連

携 

共同研究拠点の運営 ３ 山口大学との「産学官連携に関する包括的連携協力協定」

の締結を通じ、地域産学官共同研究拠点運営等、関係機

関と連携・協働した企業支援の取組を行うこととしてい

ます。 

 Ⅱ 業務運営・財務・その他 

項目 22年度 

評価 

23年度の対応 

 

業務

運営 

適正で透明性の高い

業務運営の確保 

３ 企業秘密や個人情報などの適切な管理の徹底を図るた

め、セキュリティポリシーに則り、情報セキュリティ管

理の積極的なブラッシュアップに努めて行きます。 

評価制度評価制度評価制度評価制度のののの構築構築構築構築とととと運運運運

営営営営    

２２２２    コーディネータコーディネータコーディネータコーディネーターーーー評価評価評価評価のののの基準基準基準基準にににに基基基基づくづくづくづく評価評価評価評価のののの試行試行試行試行とととと結果結果結果結果

のののの検証検証検証検証をををを行行行行うこととしていますうこととしていますうこととしていますうこととしています。。。。    

－５－ 
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４４４４ 平成平成平成平成２２２２２２２２年度業務年度業務年度業務年度業務のののの評価評価評価評価（（（（概要概要概要概要））））

【大項目】 １ サービスの質の向上（評定：ｂ 中項目ｳｴｲﾄ平均：３．４）

中項目 評 定 の 理 由 報
評

小項目 告
定 主 な 取 組

細項目 書

(１) 技術支援 ｂ 小項目ｳｴｲﾄ平均 ： ３．３

① 技術相談の充実 ３ 細項目平均 ： ３．４

ア 相談受付・ ３ 計画した取組を概ね実施 6

対応体制 ～
新専任の技術相談室長を配置 8

新データベースの情報共有化
新ホームページのリニューアル

（相談受付フォーム）

イ 遠隔地への ３ 商工会議所・商工会と連携した所 8

対応の強化 外相談会を実施 ～
9

・所外での相談会を実施(3回)
・電子メール相談：255件

（H21：228件）

ウ 自主性の発 ３ 計画した取組を概ね実施 9

揮
・新規企業訪問 69社（H21:63社）
・職員派遣研修 2社（H21:１社）

【 数値目標 】 ４ 達成率 113.7％ 10

技術相談件数
(3,200件) 3,638件（H21：3,578件 ）

【 数値目標 】 ４ 達成率 110.5％
訪問企業数 10

(220社) 243社（ H21：242社）

② 課題解決支援 ４ 細項目平均 ： ３．８

ア－ａ ４ 計画した取組を概ね実施 11

開放機器 ～
新 利用促進パンフの作成 12

・ 機器整備アンケートの実施
と購入計画への反映
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中項目 評 定 の 理 由 報
評

小項目 告
定 主 な 取 組

細項目 書

ア－ｂ － 13

依頼試験
・ 利用実績 2,846点

（H21：2,569点）

ア－ｃ ３ 計画した取組を概ね実施 13

受託研究
・ 利用実績 11件（H21：19件）

【 数値目標 】 ４ 達成率 112.3％ 14

開放機器
利用件数 2,584件（H21：2,526件）
(2,300件)

【 数値目標 】 ４ 達成率 116.6％ 14

成果の事業化
・商品化 ７件（H21：6件）
(6件) ＊内訳：技術支援５件、研究開発２件

イ 情報発信 ４ 計画した取組を概ね実施 15

～
・研究発表会等の開催 16

・成果事例集の発刊
新センター内に LED コーナー、
LED照明灯を設置

新宇部市立図書館での資料閲覧

③ 技術者養成 ３ 細項目評価 ： ３

ア 技術者養成 ３ 計画した取組を概ね実施 17

～
・研究発表会の開催 18

・職員派遣研修 2社（再掲）
・技術者受け入れ研修

２名（H21：2名）
・学生研修

12名（H21：17名）
・インターンシップ

7名（H21：5名）
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中項目 評 定 の 理 由 報
評

小項目 告
定 主 な 取 組

細項目 書

④ 企業間連携支援 ３ 細項目評価 ： ３

ア 企業間連携 ３ 計画した取組を概ね実施 18

への支援
・企業が連携して行う取組で

の技術的助言等

⑤ 支援業務の評価 ３ 細項目評価 ： ３

ア 支援業務の ３ 計画した取組を概ね実施 19

評価
・機器整備に関するアンケート

を実施（再掲）
・技術支援、共同研究、受託研

究に関するアンケートを実施

(２) 研究開発 ｂ 小項目ｳｴｲﾄ平均 ： ３．２

① 研究開発 ３ 細項目平均 ： ３．２

ア 重点的な研 ３ 計画した取組を概ね実施 20

究開発 ～
・ 重点４分野において 39 テー 22

マの研究を実施

イ 研究開発戦 ３ 計画した取組を概ね実施 23

略の策定
新 新たな研究開発戦略「ロー
ドマップ」を策定

ウ 事業化を見 ３ 計画した取組を概ね実施 24

据えた事前評
価 ・ 内部委員会と外部の有識者

で構成する外部委員会により
次年度の研究テーマを決定

エ 企業ニーズ ３ 計画した取組を概ね実施 24

の変化への対
応 ・ 新たな研究課題の発掘のため

の調査を予算（企業支援部長
枠）を活用して実施
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中項目 評 定 の 理 由 報
評

小項目 告
定 主 な 取 組

細項目 書

【 数値目標 】 ３ 研究開発成果の事業化が 7 件あった 24

成果の事業化 （再掲）。
・商品化
(6件) ７件（H21：6件）

＊内訳：技術支援５件、研究開発２件

② 外部資金の活用 ４ 細項目平均 ： ３．５

ア 企業との共 ３ 計画した取組を概ね実施 24

同研究の実施
・ 企業から資金を得て共同
研究を実施（５件中２件）

イ 企業におけ ３ 計画した取組を概ね実施 25

る事業化等の
シナリオづく ・ 競争的資金への新規応募４
りの支援 件（うち採択２件）

・ 競争的資金や企業からの資金
を得て研究を実施

ウ 外部資金の ３ 計画した取組を概ね実施 25

確保 ～
・ 競争的資金への新規応募 28

４件（うち採択２件）（再掲）

【数値目標】 ５ 達成率 171.4％ 28

外部資金を得て
実施する研究数 12件（H21：8件）

(7件)

③ 研究成果の活用 ３ 細項目平均 ： ３．０

ア 成果の普及 ３ 計画した取組を概ね実施 29

～
・ 研究発表会の開催 31

・ 研究報告書等の発刊
・ 研究発表 25件(H21：47件)
・ 論文投稿 11件(H21：6件)
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中項目 評 定 の 理 由 報
評

小項目 告
定 主 な 取 組

細項目 書

イ センターの ３ 計画した取組を概ね実施 31

研究成果の事
業化に取り組 ・ センターの研究成果の実用
む企業のフォ 化等に取り組む企業を継続
ローアップ 的な技術相談等により支援

ウ 知的財産の ３ 計画した取組を概ね実施 31

取扱いや管理
についての職 新 職員向けマニュアルを作成
員向けマニュ
アルを作成

【数値目標】 ２ 達成率 88.8％ 31

特許出願件数
(9件) 8件（H21：6件）

【数値目標】 ４ 達成率 100.0％ 32

特許の
実施許諾数 2件（H21：2件）

(2件)

④ 研究開発業務の ２ 細項目平均 ：３．０
評価

ア 研究開発業 ３ 計画した取組を概ね実施 33

務の評価と反
映 ・ 内部委員会と外部の有識者

で構成する外部委員会により
次年度の研究テーマを決定

（再掲）

イ 利用者ニー ３ 企業アンケート調査を実施 34

ズの把握

・共同研究等を行った企業にア
ンケートを実施（23 社）（再
掲）

(３) 産学公連携 ｂ 小項目ｳｴｲﾄ平均 ： ３．３

① 新規事業展開等 ３ 細項目平均 ： ３．４
の支援
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中項目 評 定 の 理 由 報
評

小項目 告
定 主 な 取 組

細項目 書

ア 産学公連携 ３ 計画した取組を概ね実施 35

の取組
・ 「地域イノベーションクラ
スタープログラム」「やまぐち
ブランド技術研究会」等によ
り産学公連携や産産連携によ
る取組を支援

イ 支援機能の ３ 計画した取組を概ね実施 36

充実
・ 科学技術振興機構が行う「目
利き人材育成研修」に３名の
職員を派遣。

ウ 外部資金の ３ 計画した取組を概ね実施 36

獲得
・ 競争的外部資金への新規応
募（４件中採択３件）（再掲）

エ 産学公連携 ３ 計画した取組を概ね実施 37

による企業支
援 ・ 戦略的基盤技術高度化支援

事業（サポイン事業）提案に
係る特定研究開発等計画認定
取得への支援３件（うち取得
３件）

・ 技術革新計画のやまぐちブ
ランド技術研究会による企
業支援の取組を実施

【数値目標】 ５ 達成率 171.4％ 38

外部資金を得て
実施する研究数 12件（H21：8件）（再掲）

(7件)
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中項目 評 定 の 理 由 報
評

小項目 告
定 主 な 取 組

細項目 書

② 大学・関係機関 ３ 細項目平均 ： ３．０
との連携強化

ア 大学等と連 ３ 計画した取組を概ね実施 39

携した研究開
発の主導 ・ 大学等と連携して行う知的

クラスター創成事業を管理法
人となって主導

・ 科学技術振興機構からの委
託事業を調整役となって主導

イ 関係機関と ３ 計画した取組を概ね実施 4 0

の連携 ～
・ 山口大学と包括的連携・協 43

力協定の締結を決定
・ やまぐちブランド技術研究

会における関係機関と連携し
た取組の実施（再掲）

・ 地域で行われる産学公交流
会への参加

・ 農林総合技術センターとの
共同研究やボ－ダレスな技術
相談への共同対応

・ 九州、中国各県の公設試験
研究機関との共同研究の実施

・ 国、県、市、関係機関の取
組への協力（委員、講師等）
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【大項目】 ２ 業務運営の改善・効率化

（評定：ｂ 中項目ｳｴｲﾄ平均：２．９）

中項目 評 定 の 理 由 報
評

小項目 告
定 主 な 取 組

細項目 書

(１) 運営体制の改善 ｂ 小項目ｳｴｲﾄ平均 ： ３．２

① 機動的な運営体 ３ 細項目平均 ： ３．５
制の構築

【数値目標】 ４ 達成率 100.0％ 44

研究開発の意思
決定の処理日数 ・ 受託研究は２週間以内、共
(受託 ２週間) 同研究は４週間以内に可否
(共同 ４週間) 決定

ア 円滑な組織 ３ 計画した取組を概ね実施 45

運営
・ 職員全体会議の実施（4回）
・ 若年者と役員との座談会を

開催（8回）

② 戦略的な経営資 ３ 細項目平均 ： ３．０
源の配分

ア 企業ニーズ ３ 計画した取組を概ね実施 45

の把握
・ 機器整備、共同研究・受託
研究、技術相談に係るアンケ
ート調査を実施（再掲）

イ 企業ニーズ ３ 計画した取組を概ね実施 46

等の変化に伴
う経営資源配 ・ 組織再編
分の見直し 技術相談業務の体制強化

・ 経営資源の配分
企業支援部長枠の新設

（再掲）



- 14 -

中項目 評 定 の 理 由 報
評

小項目 告
定 主 な 取 組

細項目 書

③ 適正で透明性の ３ 細項目平均 ： ３．０
高い運営

ア 企業情報や ３ 計画した取組を概ね実施 46

個人情報の適
切な管理 新 策定した情報セキュリティ

ーポリシーに沿って研究デー
タ等のセキュリティ管理に係
る実施手順書を策定

イ コンプライ ３ 計画した取組を概ね実施 46

アンスの確保
・ 職員倫理をテーマに全体会
議を開催し、研究費の適正な
管理等について周知

ウ 法人情報の ３ 計画した取組を概ね実施 47

公表

・ 組織や業務内容等に加え、
中期計画、年度計画等をホ
ームページで公開

エ 情報公開・ ３ 計画した取組を概ね実施 47

個人情報保護
への対応

（開示請求実績は無）

(２) 人材育成・管理 ｃ 小項目ｳｴｲﾄ平均 ： ２．４

① 人材育成 ３ 細項目平均 ： ３．０

ア 職員の資質 ３ 計画した取組を概ね実施 48

向上
・ ひとづくり財団等での研修
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中項目 評 定 の 理 由 報
評

小項目 告
定 主 な 取 組

細項目 書

イ 研究職員の ３ 計画した取組を概ね実施 48

能力開発
・ 外部の研修会等への参加

（138回、延べ 165名）

ウ 若手職員の ３ 計画した取組を概ね実施 49

能力伸長に向
けた取組への ・ 若手研究者による「やわら
支援 かロボットプロジェクト」を

実施

② 評価制度の構築 ２ 細項目平均 ： ２．５

ア 職員評価制 ３ 計画した取組を概ね実施 49

度の構築
・ 県に準じた能力評価制度、

実績評価制度を実施

イ コーディネ ２ 文書策定、試行未実施 49

ータの評価制
度の構築と運 ・ コーディネータの活動実績
用 について評価する要綱を制定

（試行は未実施）

(３) 運営の合理化等 ｂ 細項目平均 ： ３．０

ア 事務改善 ３ 計画した取組を概ね実施 50

・ 利用者ニーズを運用改善に
反映（開放機器、依頼試験の
予約システム入力後の修正
等）

イ 利用者本位 ３ 計画した取組を概ね実施 50

の視点に立っ
た民間検査機 ・ 民間検査機関が提供可能な
関との役割分 サービスの把握
担 ・ 民間検査機関へセンターが

提供可能なサービスの情報提
供
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【大項目】 ３ 財務内容の改善 （評定：ｂ 中項目ｳｴｲﾄ平均：３．３）

中項目 評 定 の 理 由 報
評

小項目 告
定

主 な 取 組 書
細項目

(１) 外部資金等の確保 ｂ 細項目平均 ： ３．５

① 外部資金の ３ 計画した取組を概ね実施 52

確保
・ 外部資金への応募（再掲）

【数値目標】 ４ 達成率 171.4％ 53

外部資金を得て
実施する研究数 12件（H21：8件）（再掲）

(7件)

② 受益者負担 ３ 計画した取組を概ね実施 53

の適正化
・ 原価計算に基づく使用料・

手数料の見直しを実施
・ 中小企業の負担軽減
・ 震災地域の企業の負担軽減

③ 知的財産の ３ 計画した取組を概ね実施 53

使用許諾
・ 新規許諾 2件（再掲）

(２) 財政運営の効率化 ｂ 細項目平均 ： ３．０

① 情勢の変化 ３ 計画した取組を概ね実施 54

等に対応した
予算の柔軟な ・ 月例報告等に基づき予算配
見直し 分を柔軟に見直し（再掲）

② 経費節減 ３ 計画した取組を概ね実施 54

・ 長期継続契約での経費節減
・ 研究職役席者による物品購

入等チェックの導入

【数値目標】 ３ 計画した取組を概ね実施 54

運営費の削減 ・ 21年度の運営費（人件費
(年▲１％) を除く）から▲ 1.6％
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【大項目】 ４ その他重要事項 （評定：ｂ 中項目ｳｴｲﾄ平均：３．２）

中項目 評 定 の 理 由 報
評

小項目 告
定 主 な 取 組

細項目 書

(１) 施設設備の管理 ａ 細項目平均 ： ３．５

① 施設設備の ３ 計画した取組を概ね実施 55

適切な管理
・ 施設設備を良好に保つ管理

を実施
・ 計画的に機器整備・改修等

を実施
・ 科学技術教室を実施

【数値目標】 ４ 達成率 105.6％ 56

施設利用者・
見学受入人数 5,809人（H21：9,780人）
(5,500人)

(２) 安全管理 ｂ 細項目評価 ： ３

① 安全管理の ３ 計画した取組を概ね実施 57

徹底
・ 衛生委員会を開催
・ 全体会議等を通じ安全教育

を実施

(３) 環境負荷 ｂ 細項目評価 ： ３

① 環境負荷の ３ 計画した取組を概ね実施 57

低減 ～
・ 環境負荷の低減に向けたマ 58

ネジメントの実施
・ グリーン購入の取組を推進



- 18 -

平成平成平成平成２２２２２２２２年度決算年度決算年度決算年度決算

１１１１ 企業会計企業会計企業会計企業会計ベースベースベースベース

((((1111))))貸借 対照表貸借 対照表貸借 対照表貸借 対照表のののの要旨要旨要旨要旨（（（（平成平成平成平成23232323年年年年3333月月月月31313131日現在日現在日現在日現在）））） （単位：百万円）

資産の部 負債及び資本の部

固定資産固定資産固定資産固定資産 ６６６６，，，，３９９３９９３９９３９９ 固定負債固定負債固定負債固定負債 ２７７２７７２７７２７７

有形固定資産 ６，３８９ 流動負債流動負債流動負債流動負債 ６６６６６６６６

土地 １，００１ 【負債合計負債合計負債合計負債合計】 ３４３３４３３４３３４３

建物 ５，１１８ 資本金資本金資本金資本金 ６６６６，，，，３７５３７５３７５３７５

その他 ２６６ 資本剰余金資本剰余金資本剰余金資本剰余金 ２５６２５６２５６２５６

無形固定資産 １０ 資本剰余金 １

損益外減価償却累計額 △２５７

流動資産流動資産流動資産流動資産 １２９１２９１２９１２９ 利益剰余金利益剰余金利益剰余金利益剰余金 ６７６７６７６７

現金及び預金 ４９ 研究・業務運営充実積立金 ２７

その他 ８０ 当期末処分利益 ４０

【【【【資本合計資本合計資本合計資本合計】】】】 ６６６６，，，，１８５１８５１８５１８５

資産合計資産合計資産合計資産合計 ６６６６，，，，５２８５２８５２８５２８ 負債負債負債負債・・・・資本合計資本合計資本合計資本合計 ６６６６，，，，５２８５２８５２８５２８

注）四捨五入の関係で、計が合わないことがあります。

((((2222))))損益計算書損益計算書損益計算書損益計算書のののの要旨要旨要旨要旨（（（（平成平成平成平成22222222年年年年4444月月月月1111日日日日～～～～平成平成平成平成23232323年年年年3333月月月月31313131日日日日）））） （単位：百万円）

費用及び利益の部 収益の部

経常費用経常費用経常費用経常費用 １１１１，，，，０８３０８３０８３０８３ 経常収益経常収益経常収益経常収益 １１１１，，，，１２３１２３１２３１２３

業務費 ５５８ 運営費交付金収益 ５５７

人件費 ４０７ 使用料・手数料収益 ２７

管理運営費 １１８ 特許実施料 ４

研究事業等収益 ３４８

その他収益

臨時損失臨時損失臨時損失臨時損失 ５５５５ 臨時利益臨時利益臨時利益臨時利益 ５５５５

合計合計合計合計 １１１１，，，，０８８０８８０８８０８８ 合計合計合計合計 １１１１，，，，１２８１２８１２８１２８

注）四捨五入の関係で、計が合わないことがあります。

２２２２ 官庁会計官庁会計官庁会計官庁会計ベースベースベースベース （単位：百万円）

収 入 支 出

収入 支出収入 支出収入 支出収入 支出

運営費交付金 ５８８ 業務費 ４３５

施設費 ３８ 人件費 ４０７

研究費収入 ３９２ 一般管理費 １１３

補助金収入 ３１ 施設費 ８３

その他自己収入 ３９

合計合計合計合計 １１１１，，，，０８８０８８０８８０８８ 合計合計合計合計 １１１１，，，，０３８０３８０３８０３８

収支差額収支差額収支差額収支差額 ５０５０５０５０




